
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 有 期 雇 用 教 職 員 就 業 規 則 新 旧 対 照 表
改 正 前 改 正 後

（前 略）
（解雇予告） （解雇予告）

第１７条 第１５条の規定により有期雇用教職員 第１７条 第１５条の規定により有期雇用教職員
（１月を超えて雇い入れられた者に限る ）を解 （１月を超えて雇い入れられた者に限る ）を解。 。
雇する場合は、少なくとも３０日前に予告し、又 雇する場合は、少なくとも３０日前に予告し、又
は労基法に定める平均賃金（以下「平均賃金」と は労基法に定める平均賃金（以下「平均賃金」と
いう ）の３０日分の解雇予告手当を支払う。た いう ）の３０日分の解雇予告手当を支払う。た。 。
だし、天災事変その他やむを得ない事由のために だし、天災事変その他やむを得ない事由のために
事業の継続が不可能となった場合又は有期雇用教 事業の継続が不可能となった場合又は有期雇用教
職員の責めに帰すべき事由に基づいて解雇する場 職員の責めに帰すべき事由に基づいて解雇する場
合において、当該事由について、行政官庁の承認 合において、当該事由について、行政官庁の認定
を受けた場合は、この限りでない。 を受けた場合は、この限りでない。

（略） （同 左）２ ２
３ ３
（中 略）
（住居手当） （住居手当）

第２６条 契約期間が３月以上ある有期雇用教職員 第２６条 契約期間が３月以上ある有期雇用教職員
（医員、医員（研修医）及び法科大学院特別教授 （医員、医員（研修医 、法科大学院特別教授・）
・助教授を除く ）には、給与規程第１７条に定 助教授及び専門職大学院特別教授・助教授を除。
める教職員の例に準じて住居手当を支給すること く ）には、給与規程第１７条に定める教職員の。
ができる。 例に準じて住居手当を支給することができる。
（通勤手当） （通勤手当）

第２７条 契約期間が１月以上ある有期雇用教職員 第２７条 契約期間が１月以上ある有期雇用教職員
（法科大学院特別教授・助教授を除く ）には、 （法科大学院特別教授・助教授及び専門職大学院。
給与規程第１８条に定める教職員の例に準じて通 特別教授・助教授を除く ）には、給与規程第１。
勤手当を支給することができる。 ８条に定める教職員の例に準じて通勤手当を支給

することができる。
（中 略）
（超過勤務手当、休日給、夜勤手当等） （超過勤務手当、休日給、夜勤手当等）

第３０条 有期雇用教職員には、給与規程第２３条 第３０条 有期雇用教職員には、給与規程第２３条
に定める教職員の例に準じて超過勤務手当を支給 に定める教職員の例に準じて超過勤務手当を支給
する。 する。ただし、第４３条第２項の規定の適用を受

ける医員の別表第６休日欄に定める１週間に３日
の休日のうち１日における超過勤務については、
同条第１項に規定する有期雇用教職員の所定勤務
時間内におけるものに限り、勤務１時間につき、
その者に支給される日給額を８で除して得た額を
支給する。

２ ２
３ （略） ３ （同 左）
４ ４
５ 別表第２及び別表第３に掲げる有期雇用教職員 ５ 有期雇用教職員に係る第１項から第３項までの
に係る第１項から第３項までの規定の適用に当た 規定の適用に当たっては、給与規程２３条、給与
っては、給与規程２３条、給与規程第２４条及び 規程第２４条及び給与規程第２５条の規定中「第
給与規程第２５条の規定中「第３９条に規定する ３９条に規定する勤務１時間あたりの給与額」と
勤務１時間あたりの給与額」とあるのは 「その あるのは 「その者に支給される日給額を８で除、 、
者に支給される日給額を８で除して得た額」と読 して得た額」と読み替える。
み替える。
（中 略）



改 正 前 改 正 後
（期末手当及び勤勉手当） （期末手当及び勤勉手当）

（ 、 （ ）、第３２条 有期雇用教職員（医員、医員（研修医） 第３２条 有期雇用教職員 医員 医員 研修医
及び法科大学院特別教授・助教授を除く には 法科大学院特別教授・助教授及び専門職大学院特。） 、
給与規程第２８条から第３１条までに定める教職 別教授・助教授を除く ）には、給与規程第２８。
員の例に準じて期末手当及び勤勉手当を支給す 条から第３１条までに定める教職員の例に準じて
る。この場合において、準用する給与規程の規定 期末手当及び勤勉手当を支給する。この場合にお
は、当該事業年度の初日において教職員に適用さ いて、準用する給与規程の規定は、当該事業年度
れるもの（当該事業年度途中の同規程の改正によ の初日において教職員に適用されるもの（当該事
り当該初日に遡及して改正規定が適用される場合 業年度途中の同規程の改正により当該初日に遡及
にあっては、当該改正前の規定）とし、別表第２ して改正規定が適用される場合にあっては、当該
に掲げる有期雇用教職員に係る給与規程第２８条 改正前の規定）とし、別表第２に掲げる有期雇用
第３項の規定中「期末手当基礎額」及び給与規程 教職員に係る給与規程第２８条第３項の規定中
第３１条第４項の規定中「勤勉手当基礎額」とあ 「期末手当基礎額」及び給与規程第３１条第４項
るのは 「その者に支給される日給額に２１を乗 の規定中「勤勉手当基礎額」とあるのは 「その、 、
じて得た額」と読み替える。 者に支給される日給額に２１を乗じて得た額」と

読み替える。
（中 略）
（職務専念義務免除時間） （職務専念義務免除時間）

第３７条 有期雇用教職員は、次の各号の一に該当 第３７条
する場合には、職務専念義務を免除される。ただ
し、免除された時間は、給与を支払わない。 （同 左）
( ) ( )1 1
( ) ( )2 2
( ) 勤務時間内に過半数代表者として協議するこ3

とを承認された場合
（中 略）
（入構禁止又は退出） （出勤禁止又は退勤命令）

第４２条 有期雇用教職員が次の各号の一に該当す 第４２条 有期雇用教職員が次の各号の一に該当す
るときは、その入構を禁止し、又は退出させるこ るときは、その出勤を禁止し、又は退勤を命ずる
とがある。 ことがある。
(1) 職場の風紀秩序をみだし、又はそのおそれの (1) 職場の風紀若しくは秩序をみだし、又はその

あるとき おそれのあるとき
(2) (2)
(3) （略） (3) （同 左）
(4) (4)

２ 前項の規定により入構を禁止させられたときは ２ 前項の規定により出勤を禁止させられたときは
欠勤、所定の終業時刻前に退出させられたときは 欠勤、所定の終業時刻前に退勤を命ぜられたとき
早退として取り扱うものとし 給与を支払わない は早退として取り扱うものとし、給与を支払わな、 。

い。
第５章 勤務時間、休日、休暇等 第５章 勤務時間、休日、休暇等

（所定勤務時間） （所定勤務時間）
第４３条 有期雇用教職員の所定勤務時間は、１週 第４３条 有期雇用教職員の所定勤務時間は、１週

間（日曜日から土曜日までとする。以下同じ ） 間（日曜日から土曜日までとする。以下同じ ）。 。
につき４０時間、１日につき８時間とする。 につき４０時間、１日につき８時間とする。

２ 前項の規定にかかわらず、医員の所定勤務時間
は、１週間につき３２時間、１日につき８時間と
することができる。

（中 略）



改 正 前 改 正 後
（年次休暇以外の休暇） （年次休暇以外の休暇）

第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教 第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教
第５号に掲げる場合にあっては、６月以 第５号及び第６号に掲げる場合にあって職員（ 職員（

上の契約期間が定められている者又は６月以 は、６月以上の契約期間が定められている者
に対して当該 に上継続勤務している者に限る ） 又は６月以上継続勤務している者に限る ）。 。

各号に掲げる期間の有給の休暇を与えるものとす 対して当該各号に掲げる期間の有給の休暇を与え
る。 るものとする。

（略） （同 左）( ) ( )1 1
( ) ( )2 2
( ) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関 ( ) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関3 3

の事故等 以下本号において 災害等 という の事故等により出勤することが著しく困難であ（ 「 」 。）
により出勤することが著しく困難であると認め ると認められる場合 必要と認められる期間
られる場合 災害等により勤務場所に赴くこと
が著しく困難であると認められる状態となった
日（勤務中若しくは勤務が終了した後その日に
当該状態となった場合（当該状態となった後そ
の日に出勤することを要しない場合に限る ）。
又は勤務時間が定められていない日若しくは全
日にわたり就業規則の規定に基づき職務に専念
する義務が免除されている日に当該状態となっ

、 ）た場合にあっては 当該状態となった日の翌日
から連続する３日の範囲内の期間

(4) （略） ( ) （同 左）4
( ) 有期雇用教職員の親族（国立大学法人京都大 ( ) 有期雇用教職員の親族（国立大学法人京都大5 5

学教職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平 学教職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平
成１６年達示第８３号 以下 勤務時間等規程 成１６年達示第８３号 以下この号において 勤。 「 」 。 「
という ）別表第５の親族の欄に掲げる親族に 務時間等規程」という ）別表第５の親族の欄。 。
限る ）が死亡した場合で、葬儀、服喪その他 に掲げる親族に限る ）が死亡した場合で、葬。 。
の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等の 儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必要と認め
ため勤務しないことが相当であると認められる られる行事等のため勤務しないことが相当であ
とき 勤務時間等規程第２７条第１０号に規定 ると認められるとき 勤務時間等規程第２７条
する休暇の例による期間 第１１号に規定する休暇の例による期間

(6) 夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維
持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな
いことが相当であると認められる場合 一の事
業年度の７月から９月までの期間における、休
日を除いて原則として連続する３日の範囲内の
期間

(7) 地震、水害、火災その他の災害により有期雇
用教職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合
で、当該住居の復旧作業等のため勤務しないこ
とが相当であると認められるとき 原則として
連続する７暦日の範囲内の期間

(8) 骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として
その登録を実施する者に対して登録の申出を行
い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び
兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、
当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等の
ため勤務しないことがやむを得ないと認められ
るとき 必要と認められる期間



改 正 前 改 正 後
２ 次の各号に掲げる場合には 有期雇用教職員 第 ２ 次の各号に掲げる場合には 有期雇用教職員 第、 （ 、 （
６号及び第８号に掲げる場合にあっては、契約期 ６号及び第７号に掲げる場合にあっては、契約期
間が６月以上である者又は６月以上継続勤務して 間が６月以上である者又は６月以上継続勤務して
いる者に限る。ただし、第８号の休暇を取得でき いる者に限る。ただし、第７号の休暇を取得でき
る有期雇用教職員の制限については、育児休業、 る有期雇用教職員の制限については、育児休業、
介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉 介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉
に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育 に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育
児･介護休業法」という ）による労使協定がある 児･介護休業法」という ）による労使協定がある。 。
場合に限る ）に対して当該各号に掲げる期間の 場合に限る ）に対して当該各号に掲げる期間の。 。
無給の休暇を与えるものとする。 無給の休暇を与えるものとする。
( ) (1)1

（略） （同 左）～ ～
( ) ( )6 6
( ) 骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として7

その登録を実施する者に対して登録の申出を行
い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び
兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、
当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等の
ため勤務しないことがやむを得ないと認められ
るとき 必要と認められる期間

(8) ( )7
３ （略） ３ （同 左）
４ ４
（中 略）
（育児・介護休業等） （育児・介護休業等）

第５８条 有期雇用教職員の育児休業、介護休業、 第５８条 有期雇用教職員の育児休業、介護休業、
育児部分休業及び介護部分休業に関する取扱いに 育児部分休業及び介護部分休業に関する取扱いに
ついては、国立大学法人京都大学教職員の育児・ ついては、国立大学法人京都大学教職員の育児・
介護休業等に関する規程（平成１６年達示第８４ 介護休業等に関する規程（平成１６年達示第８４
号。以下「育児・介護規程」という ）を準用す 号。以下「育児・介護規程」という ）を準用す。 。
る（第１２条第２項から第１４条まで、第３２条 る（第１２条第２項から第１４条まで、第２０条
第２項及び第３９条を除く この場合において の２から第２０条の６まで、第３２条第２項、第。）。 、
「教職員」とあるのは「有期雇用教職員」と読み ３９条及び第４３条の２から第４３条の５までを
替えるほか、別表第８の左欄に掲げる育児・介護 除く 。この場合において 「教職員」とあるの。） 、
規程の条の規定は、同表右欄のとおりとする。 は「有期雇用教職員」と読み替えるほか、別表第

８の左欄に掲げる育児・介護規程の条の規定は、
同表右欄のとおりとする。

（中 略）
（懲戒） （懲戒）

第６０条 有期雇用教職員が次条の規定による懲戒 第６０条
事由に該当する場合は、これに対し次の各号に定
める区分に応じ懲戒することができる。
( ) ( )1 1

（略） （同 左）～ ～
( ) ( )4 4
( ) 懲戒解雇 行政官庁の認定を受けて、即時に ( ) 懲戒解雇 予告期間を設けずに解雇する。5 5

解雇する。
（中 略）



改 正 前 改 正 後
（年度一時金） （年度一時金）

（ 、 （ ）、第７４条 有期雇用教職員（法科大学院特別教授・ 第７４条 有期雇用教職員 医員 医員 研修医
助教授を除く。 には、事業年度の終わりに年度 法科大学院特別教授・助教授及び専門職大学院特)
一時金を支給する。ただし、事業年度途中に退職 別教授・助教授を除く ）には、事業年度の終わ。
し、又は解雇された場合は、その際その者 死亡 りに年度一時金を支給する。ただし、事業年度途(
による退職の場合には、その遺族 に年度一時金 中に退職し、又は解雇された場合は、その際その)
を支給する。 者（死亡による退職の場合には、その遺族）に年

度一時金を支給する。
２ ２

（略） （同 左）～ ～
５ ５

第１３章 発明 第１３章 発明
（発明） （発明）

第７５条 有期雇用教職員の発明（特許権、実用新 第７５条 （同 左）
案権及び意匠権）の取扱いについては、京都大学
発明規程（平成１６年達示第９６号）による。

第１４章 公益通報者の保護等
（公益通報者の保護等）

第７６条 公益通報者の保護等については、京都大
学における公益通報者の保護等に関する規程（平
成１７年達示第８８号）による。

附 則
この規則は、平成１８年４月１日から施行する。



別表第１ （ 略 ）

別表第２

職 名 資 格 ・ 職 務 能 力 職 務 内 容 そ の 他 の 事 項雇用年齢上限

寄附講座教員 当該講座又は研究部門教員としての業 当該講座又は研究部門 満６３歳 ・当該講座又は研究部門の継

寄附研究部門教員 務の遂行能力があり、原則として他の における教育研究に従 (ただし 大学 続している間、雇用可能、

職に就いていない者 事するほか 本学の定め が特に認めた ・当該寄附講座又は寄附研究、

により教育研究に支障 場合は この限 部門の設置に係る寄附金、

のない範囲内でその他 りでない。) にて雇用される場合に限

の授業又は研究指導を る

担当する ・選考方法 選考基準は当該、

講座・研究部門を置く部局

が定める

・学生、研究生等を除く

研究員(科学技術振 次の各要件をすべて満たす者 当該プログラムに係る ・当該プログラムの継続して

興) ・１３文科科第４４号通知の各別表に 研究又は教育に従事 いる間、雇用可能

おける教授・助教授等の教員、主任研 ・当該科学技術振興調整費の

究員又は研究員として雇用される者で (目)科学技術総合研究委

あること 託費にて雇用される場合

・当該研究又は教育の遂行上必要な能 に限る

力を有すると研究代表者等の所属する ・学生、研究生等を除く

部局の長が認めた者

・博士の学位を取得した者、博士の学

位取得が確実な者又は博士の学位を取

得した者に相当する能力を有すると研

究代表者等の所属する部局の長が認め

た者

・原則として他の職に就いていない者

産学官連携研究員 次の各要件をすべて満たす者 当該共同研究・受託研究 ・当該共同研究・受託研究の

・当該共同研究・受託研究の遂行上必 に従事 継続している間 雇用可、

要な能力を有すると研究代表者等の所 能

属する部局の長が認めた者 ・当該共同研究・受託研究の

・原則として他の職に就いていない者 受入資金にて雇用される

場合に限る

・学生、研究生等を除く

研究員(ＣＯＥ) 次の各要件をすべて満たす者 当該プロジェクトに係 ・当該プロジェクトの継続し

・当該研究の遂行上必要な能力を有す る研究に従事 ている間、雇用可能

ると拠点リーダー、研究代表者又は研 ・当該研究拠点形成費補助金

究担当者等の所属する部局の長が認め (研究拠点形成費)にて雇

た者 用される場合に限る

・博士の学位を取得した者、博士の学 ・学生、研究生等を除く

研究員(科学研究) 位取得が確実な者又は博士の学位を取 ・当該プロジェクトの継続し

得した者に相当する能力を有すると拠 ている間、雇用可能

点リーダー、研究代表者又は研究担当 ・当該科学研究費補助金の直

者等の所属する部局の長が認めた者 接経費にて雇用される場

・原則として他の職に就いていない者 合に限る

・学生、研究生等を除く

研究員(学術研究奨 ・当該寄附金にて雇用される

励) 場合に限る

・寄附講座・寄附研究部門に



係るものは除く

・学生、研究生等を除く

研究員(特別教育研 ・当該プロジェクトの継続し

究) ている間、雇用可能

・当該特別教育研究経費にて

雇用される場合に限る

・学生、研究生等を除く

研究員(改革推進) ・当該プロジェクトの継続し

ている間、雇用可能

・当該大学改革推進経費にて

雇用される場合に限る

・学生、研究生等を除く

研究員(ＮＥＤＯ) ・当該プロジェクトの継続し

ている間、雇用可能

・当該独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機

構産業技術研究助成金に

て雇用される場合に限る

・学生、研究生等を除く

研究員(ＪＳＰＳ) ・当該プロジェクトの継続し

ている間、雇用可能

・当該独立行政法人日本学術

振興会｢魅力ある大学院教

育｣イニシアティブ事業助

成金にて雇用される場合

に限る

・学生，研究生等を除く

（ 略 ）

別表第３

職 名 資 格 ・ 職 務 能 力 職 務 内 容 そ の 他 の 事 項雇用年齢上限

医員 医師免許又は歯科医師免許取得後２年 診療に従事 満６３歳 ・任期については 医学部附，

以上の臨床研修又はこれに準じる診療 必要に応じ 診療を通じ (ただし 大学 属病院の定めによる、 、

業務を行った者 ての臨床教育の補助的 が特に認めた ・当該医員又は医員(研修医)

職務及び診療に関して 場合は この限 に係る雇用経費にて雇用、

研究にも従事 りでない。) される場合に限る

医員(研修医) 卒後臨床研修開始後２年未満の者 医師法・歯科医師法の規 ・学生、研究生等を除く

定に定める臨床研修に

従事

法科大学院特別 法科大学院において実務基礎教育を実 法科大学院(法学研究科 ・任期については 法科大学，

教授 施するため特に必要となる高度専門職 法曹養成専攻)における 院の定めによる

法科大学院特別 業人 教授又は助教授の職務

助教授 に従事

専門職大学院特別 専門職大学院 法科大学院を除く に 専門職大学院(法科大学 ・任期については 当該専門（ 。） ，

教授 おいて実務基礎教育を実施するため特 院を除く。)における教 職大学院の定めによる

専門職大学院特別 に必要となる高度専門職業人 授又は助教授の職務に

助教授 従事

別表第４ （略）



別表第５

職 名 日 給 額

医員 医師免許等取得後 ３～４年目 11,600円

の経験年数 ５～６年目 12,000円

７～８年目 12,700円

９年目以上 13,400円

医員（日給額） 11,245円

医員(研修医) 医員(研修医)(日給額) 9,400円 9,075円

法科大学院特別教授 法科大学院特別教授 （日給額） 50,000円

法科大学院特別助教授 法科大学院特別助教授（日給額） 30,000円

専門職大学院特別教授 50,000円

専門職大学院特別助教授 30,000円

※ 医師免許等とは 医師免許及び歯科医師免許をいい 医師免許等取得後の経験年数を算出する起算日は 当該免許を取得した日、 、 、

の属する年の４月１日とする。

別表第６

有期雇用教職員の区分 休日 始業及び終業の時刻 休憩時間

医学部附属病院に勤務する医員及び医 １週間 午後４時から翌日午前０時４５分ま 午後８時から午後８時４５分まで

員 研修医 のうち 医学部附属病院長 に２日 で（ ） 、

が指定する者 又は 午後４時から翌日午前１時まで 午後８時から午後９時まで

３日 午前０時から午前８時４５分まで 午前４時から午前４時４５分まで

午前０時から午前９時まで 午前４時から午前５時まで

医学部附属病院看護部病棟及び看護管 １週間 午前８時３０分から午後５時１５分 午後０時３０分から午後１時１５分まで

理室に勤務する有期雇用教職員のうち に２日 まで、

医学部附属病院長が指定する者（他の 午前８時３０分から午後５時３０分 午後０時３０分から午後１時３０分まで

有期雇用教職員の区分 に定める者を まで「 」

除く ） 午前７時３０分から午後４時１５分 午前１１時３０分から午後０時１５分ま。

まで で

午前７時３０分から午後４時３０分 午前１１時３０分から午後０時３０分ま

まで で

フィールド科学教育研究センター海域 １週間 午前８時４５分から午後５時３０分 午前１１時４５分から午後０時３０分ま

ステーション瀬戸臨海実験所に勤務す に２日 まで で

る有期雇 午後０時３０分から午後１時１５分まで

用教職員

別表第７ （略）

別表第８

育児・介護 適用する規定

規程の規定

（略）

第２７条 第２７条 前条の請求は、次の各号の一に該当する有期雇用教職員は、これを行うことができない。

(1) 当該請求に係る深夜において、常態として当該子を保育することができる当該子の１６歳以上の同居の家

族(育児休業 ・介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第２条第５号の家族をいう。、

以下同じ。)であって、次の各号のいずれにも該当する者がいる場合の当該有期雇用教職員

イ～ハ （略）

(2)・(3) （略）

（略）


